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Topics 
 

 全社協 種別協議会 平成 29年度事業計画 

●「100 周年活動強化方策」策定、民生委員・児童委員活動の充実や活動環境整備につなぐ～全国民生委員児

童委員連合会 

●創設 40周年、これまでの活動を振返り、活動の方向性を検討～全国社会就労センター協議会 

●障害福祉サービス等報酬改定、改正障害者総合支援法による新サービスの課題へ迅速かつ適切な対応を図る～ 

全国身体障害者施設協議会 

●子ども・子育て支援事業次期計画策定に向けた検討が開始、中長期的な事業運営を展望～全国保育協議会 

●保育士のキャリアアップの確立と、子どもの命を育み、学ぶ意欲を育てる保育の実現をめざして～全国保育士会 

●養育の質の向上と権利擁護の取組みを推進～全国児童養護施設協議会 

●乳児院の養育・支援の充実と役割・機能の発信をさらに進める～全国乳児福祉協議会 

●ひとり親家庭に継続的な支援を～全国母子生活支援施設協議会 

●地域共生社会の実現に向けた福祉医療施設の実践を進める～全国福祉医療施設協議会 

●地域の生活困窮者への支援として、「第二次行動指針」に掲げる事業への会員施設の取組み等を推進～全国救護

施設協議会 

●平成 30 年度介護報酬改定に向け、ホームヘルパーの役割・機能が正しく理解・発揮されるよう取組みを行う～全国

ホームヘルパー協議会 

●地域共生社会の実現に積極的に貢献し、福祉施設士の社会的な認知を高める～日本福祉施設士会 

●法人制度改革のフォローアップと地域共生社会の実現に向けた法人経営の確立～全国社会福祉法人経営者協議会 

●社会福祉法人のあるべき姿を追求し、法人経営を担う人材育成に取り組む～全国社会福祉法人経営者青年会 
 

 

 福祉サービス第三者評価のさらなる普及に向けた取組課題を協議～平成 29年度 評価事業普及協議会 
 

 生活困窮者自立支援制度人材養成研修がスタート 
 

 権利擁護体制の構築に向けて～日常生活自立支援事業所長会議 
 

 平成29年度 福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程指導者養成研修会 
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■ 全社協 種別協議会 平成 29年度事業計画 
 

全社協では、各福祉分野の全国組織を種別協議会(種別協)として構成しており、14

種別協議会があります。福祉サービスの質や専門性の向上等をめざして、各種別組

織が会員施設・法人等組織と連携・協働して事業を推進しています。 

5 月までに、各種別協において、平成 29 年度事業計画が決定されました。それぞ

れの種別協の平成 29 年度の重点事業並びに、重点事業策定に至った種別協をとり

まく状況・基本的考え方等についてご紹介します。 

 

 「100 周年活動強化方策」策定、民生委員・児童委員活動の充実や

活動環境整備につなぐ～全国民生委員児童委員連合会 

 取りまく状況と課題等 

近年、孤立、貧困、虐待、自然災害、悪質商法被害等、民生委員・児童委員が向き

合う課題は多様化しています。また、国においては、「地域共生社会」の実現をめざし

ており、民生委員・児童委員にも大きな期待が寄せられています。誰もが「安全」に、そ

して「安心」して生活することができる地域づくりは、民生委員・児童委員の長年にわた

る目標でもあり、民生委員・児童委員活動の充実を図っていくことが大切となっていま

す。 

一方で、民生委員・児童委員の負担も拡大しており、昨年 12 月の一斉改選時点に

おける全国での欠員率は 3.7％を数えるなど、なり手確保の困難さも増しており、民生

委員・児童委員に対する社会的理解を進め、その活動環境整備を進めていくことが大

切となっています。 

そうしたなかにあって、平成 29 年度は民生委員制度創設 100 周年という大きな節

目の年度です。そこで、全国民生委員児童委員連合会(会長 得能 金市／以下、

「全民児連」)は平成 29 年度において、「100 周年活動強化方策」を策定、提示するこ

とで、状況のような民生委員・児童委員活動の充実や活動環境整備につなげていくこ

とをめざしています。 

 平成 29年度重点事業 

① 民生委員制度創設 100 周年記念事業の実施 

② 新たな「活動強化方策」（100 周年活動強化方策）の策定と周知 

③ 民生委員・児童委員活動の充実とそのための環境整備の促進 
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http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/ 

 

 

 

 創設 40 周年、これまでの活動を振返り、活動の方向性を検討～全国

社会就労センター協議会 

 取りまく状況と課題等 

全国社会就労センター協議会(会長 阿由葉 寛／以下、「セルプ協」)は、全国の

社会就労センター（通称セルプ＝SELP HELP の造語）の一層の組織強化、制度・予

算改善活動、職員の資質向上をめざした各種研修会の開催、調査研究・広報活動等

を行っています。平成 29 年度は、障害者の「働く・くらす」を支える社会就労センター

の立場から、平成 30 年度の障害福祉サービス等の報酬改定や平成 30 年度施行の

改正障害者総合支援法への対応等が課題となっています。また、今年度は、本会の

前身である全国授産施設協議会が設立されてから 40 周年を迎えます。これまでの活

動を振り返り、未来に向けた活動の方向性を検討しつつ、事業の展開を図っていきま

す。 

 平成 29年度重点事業 

①結成 40 周年関連事業の実施 

②社会就労センター関連制度（平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定、優先調

達推進法、改正障害者総合支援法、改正社会福祉法、等）への対応 

③官公需の推進ならび民需拡大に向けた取り組み 

 

 事業計画等参照資料 

http://www.selp.or.jp/info/temp/170310_02.pdf 

 

 

 

 

 

↑ＵＲＬをクリックすると全民児連ホームページにジャンプします。 

↑ＵＲＬをクリックするとセルプ協ホームページにジャンプします。 

http://www2.shakyo.or.jp/zenminjiren/
http://www.selp.or.jp/info/temp/170310_02.pdf
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 障害福祉サービス等報酬改定、改正障害者総合支援法による新サービ

スの課題へ迅速かつ適切な対応を図る～全国身体障害者施設協議会 

 取りまく状況と課題等 

主に常時介護と医療的ケアが必要な身体障害者への支援を行う障害者支援施設

を会員とする組織です。障害者権利条約の理念を遵守し、「最も援助を必要とする最

後の一人の尊重」「可能性の限りない追求」「共に生きる社会づくり」という基本理念の

実現をめざし、利用者、職員、事業者の視点に立った事業を展開しています。 

平成 29 年度は、次期平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定や改正障害者総

合支援法による新サービスに関する課題への迅速かつ適切な対応を、組織一体と

なって取組んでいます。 

 

 平成 29年度重点事業 

1．「適切なケア」による障害福祉サービスの質の向上に向けた取組み 

2．障害福祉を取り巻く施策への対応（平成 30 年度報酬改定、改正障害者総合支

援法など） 

3．コミュニティケアの推進に向けた障害者支援施設のあり方の検討 

 

 事業計画等参照資料 

http://www.shinsyokyo.com/contents/document/index.php?category_id=1 

 

 

 子ども・子育て支援事業次期計画策定に向けた検討が開始、中長期

的な事業運営を展望～全国保育協議会 

 取りまく状況と課題等 

平成 29 年度は、子ども・子育て支援事業計画第 1 期の中間年を迎えます。次期計

画の策定に向けた検討が始まるなか、地域からの要請やさまざまな動向を踏まえた対

応はもちろん、中長期的にどのような位置づけをもって事業を運営していくのかの展望

を整理することが求められています。 

全国保育協議会(会長 万田 康／以下、「全保協」)では、子どもの最善の利益の

保障に向けて、国や政府、広く社会に働きかけるとともに、会員への情報提供と保育

↑ＵＲＬをクリックすると身障協ホームページにジャンプします。 

http://www.shinsyokyo.com/contents/document/index.php?category_id=1
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の充実のため、下記重点事業を中心とした取組みを進めます。 

 平成 29年度重点事業 

1. 社会の要請や地域のニーズへ対応した会員の取り組み支援 

2. 保育の質向上に向けた研修事業の充実と、会報等を通じた適時適切な情報提供 

3. 保育所・認定こども園等が行っている養護と教育が一体となった「保育」の機能な

らびに、社会貢献活動に関する理解促進のための取り組み 

 

 事業計画等参照資料 

http://www.zenhokyo.gr.jp/annai/jigyo29/jigyo29.pdf 

 

 

 

 保育士のキャリアアップの確立と、子どもの命を育み、学ぶ意欲を育てる

保育の実現をめざして～全国保育士会 

 取りまく状況と課題等 

保育実践の基準となる保育所保育指針の改定が行われ、また、保育士のキャリアパ

スに係る研修体系等の構築に伴う、処遇改善の仕組みが国から示されました。 

全国保育士会(会長 上村 初美)でも、保育士・保育教諭等が自らの専門性を向上

させながら、誇りとやりがいを持って働き続けることができるキャリアアップの仕組みの

構築促進に向けた取組みを進め、さらなる処遇改善への提言と人材確保対策につな

げます。 

また、一人ひとりの子どもの個別性を考慮した保育や子育て支援の一層の充実に

おいて、保育士・保育教諭が担う役割や携わる領域が多様化するなか、養護と教育が

一体となった保育の専門性を明確にし、保護者や地域社会に発信することで、保育に

対する理解を促します。 

 平成 29年度重点事業 

1. 保育の専門性の向上を実現するための環境構築の取り組み 

2. 子どもが豊かに育つ、より質の高い保育の実現のための取り組み 

3. 養護と教育が一体となった保育に対する保護者・地域社会からの理解促進のた

めの取り組み 

4. 災害被災地保育士の支援 

↑ＵＲＬをクリックすると全保協ホームページにジャンプします。 

http://www.zenhokyo.gr.jp/annai/jigyo29/jigyo29.pdf
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 事業計画等参照資料 

http://www.z-hoikushikai.com/about/siryobox/document/29jigyoukeikaku.pdf  

 

 

 養育の質の向上と権利擁護の取組みを推進～全国児童養護施設協

議会 

 取りまく状況と課題等 

児童相談所における平成 27 年度の児童虐待相談対応件数が 10 万件を超えるな

ど、子どもの養育環境をめぐる課題がますます深刻化するなか、児童養護施設は、子

どもたちへの日々の養育を通じて、その社会的使命を積極的に果たすとともに、専門

性を活かして地域の子育て支援拠点として役割を発揮していくことが求められていま

す。 

こうした状況を踏まえ、全国児童養護施設協議会(会長 桑原 教修／以下、「全養

協」)では、平成 29 年度の重点事業として以下の事項を掲げています。とくに、児童養

護施設の専門性の核である養育の質の向上と権利擁護の取組みについては、特別

委員会を設置し検討を進めることとしています。また、質の高い養育の基盤となる人材

の確保や育成、定着等が大きな課題となっており、施設長を含む従事者研修の充実・

強化をめざしています。 

 平成 29年度重点事業 

1．子どもたちの最善の利益の保障と人権擁護の取り組みの推進 

2．小規模化と地域分散化の推進による養育の質の向上に向けた取り組みの強化 

3．人材の確保・育成・定着に向けた取り組みの強化 

4．施設の質的強化と地域における子育て支援拠点としての役割の推進 

5．子どもたち一人ひとりに対する継続的な自立支援の強化 

6．大規模災害に備えた支援体制の構築と防災対策の強化 

 

 事業計画等参照資料 

http://www.zenyokyo.gr.jp/pdf/h29keikaku.pdf 

↑ＵＲＬをクリックすると全国保育士会ホームページにジャンプします。 

↑ＵＲＬをクリックすると全養協ホームページにジャンプします。 

http://www.z-hoikushikai.com/about/siryobox/document/29jigyoukeikaku.pdf
http://www.zenyokyo.gr.jp/pdf/h29keikaku.pdf


 

 7 

 乳児院の養育・支援の充実と役割・機能の発信をさらに進める～全国

乳児福祉協議会 

 取りまく状況と課題等 

全国乳児福祉協議会（会長 平田 ルリ子／以下、「全乳協」）では、平成29年度の

重点事業として、「1．乳児院における養育の質向上と支援の充実」と「2．改正児童福

祉法をふまえた乳児院の役割・機能の発信」を柱に掲げています。 

「1．乳児院における養育の質向上と支援の充実」にあたっては、乳幼児の生命と人

権を守り育むとともに、地域の保護者の適切な養育を支援するため、昨年度まで検討

を進めてきた教材の活用により各地での研修実施を進めるなど、さらなる人材育成・確

保や権利意識の向上を図ります。 

また、現在、厚生労働省「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」において改

正児童福祉法に基づく具体的な制度の検討が進められており、乳児院のあり方も問

われています。先般開催された第 14 回検討会に全乳協の意見書を提出（下記 URL

参照）しましたが、「2．改正児童福祉法を踏まえた乳児院の役割・機能の発信」につい

ては、乳児院が今後も重要な役割を社会に対して果たせるよう必要な対応を図るとと

もに、制度要望等のエビデンスとすべく、乳児院における愛着形成や一時保護の実態

などの調査・研究などにも取組みます。 

 平成 29年度重点事業 

1．乳児院における養育の質向上と支援の充実 

・権利擁護の振り返りと取り組みの強化 

・職員の人材育成の取り組み検討および処遇改善への対応 

2．改正児童福祉法をふまえた乳児院の役割・機能の発信 

・国の施策への対応と提言 

・市町村における児童家庭への包括的な支援体制の整備への対応 

・乳児院の今後の展開のための調査・研究等の検討 

 

厚生労働省 第 14 回新たな社会的養育の在り方に関する検討会資料 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000166124.html 

※参考資料 4に「全乳協の意見書」 

 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000166124.html
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 ひとり親家庭に継続的な支援を～全国母子生活支援施設協議会 

 取りまく状況と課題等 

ひとり親家庭・多子世帯等の自立応援、児童虐待防止対策の強化、特定妊婦へ

の支援、社会的養護施設のケアの充実強化など、現代社会の情勢に鑑み、今、多

様なアプローチで子ども・子育てを支援しようとする制度・施策が組まれています。 

そのなかで母子生活支援施設は、子どもの貧困防止対策や児童虐待防止、孤

立しがちな子育て家庭への支援の充実、そして、妊娠期から子育て期の切れ目の

ない支援を行うひとり親家庭支援の拠点として大きく期待されています。 

全国母子生活支援施設協議会（会長 菅田 賢治／以下、「全母協」）は、この社

会の期待に確実に応えることができるよう、利用者支援（インケア）から退所者支援

（アフターケア）、そして地域支援(アウトリーチ)へとつながる、緩やかな切れ目のな

い支援をめざします。そのために必要な、支援の質の向上や施設経営の安定化・

活用促進のためのアピールにも、積極的に取組みます。 

これらの認識のもとに平成 29 年度は 10 項目の取組重点を据えました。 

 平成 29年度重点事業 

1. 「私たちのめざす母子生活支援施設（ビジョン）」の実現と利用者支援・地域支援

の強化に取り組む 

2. 子どもの貧困防止対策として「すべての子どもの安心と希望の実現プロジェクト」

の実現に取り組み、ひとり親家庭支援の充実を図る 

3. 児童福祉法の改正に基づく児童の権利擁護、保護者支援、家庭養護・家庭的養

護の推進 

4. 人材確保と「母子生活支援施設職員の生涯研修体系」に基づく職員の育成、資

質向上に取り組む 

5. 「倫理綱領」の具現化に取り組む 

6. 大規模災害時の対応方針「災害対応マニュアル」の周知・徹底 

7. 母子生活支援施設利用促進のためのＰＲパンフレット活用と情報提供 

8. 都道府県協議会・ブロック協議会との連携・支援の強化に取り組む 

9. 社会的養護を担う関係者と協働して退所児童等アフターケアを含めた子ども家庭

福祉増進に取り組む 

10. 全母協の財政安定化に取り組む 

 事業計画等参照資料 

http://zenbokyou.jp/outline/pdf/jigyo_k_h29.pdf 

↑ＵＲＬをクリックすると全母協ホームページにジャンプします。 

http://zenbokyou.jp/outline/pdf/jigyo_k_h29.pdf
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 地域共生社会の実現に向けた福祉医療施設の実践を進める～全国福

祉医療施設協議会 

 取りまく状況と課題等 

全国福祉医療施設協議会（会長 桑名 斉）では、平成 29 年度事業として、国が進

める「地域共生社会」の実現に向けて、福祉医療施設（無料低額診療事業を実施する

病院・診療所）が果たしうる役割を検討するとともに、今日的な無料低額診療事業のあ

り方、意義等について整理し、会員施設での実践を働きかけることとしています。 

無料低額診療事業をめぐっては昨今の社会経済環境を踏まえて積極的な取組み

が社会から期待されている中で、生活保護制度や生活困窮者自立支援施策の見直し

等に伴い、あらためて事業のあり方が問われることも想定されるため、状況を注視しつ

つ対応を図る必要があります。 

そうした状況を踏まえ、無料低額診療事業、福祉医療実践の状況把握、分析を行

い、福祉医療施設をめぐる諸動向を共有するとともに、各施設における実践報告や研

究成果の発表などを通じて､今後のさらなる事業推進を図ります。 

 

 

 地域の生活困窮者への支援として、「第二次行動指針」に掲げる事業

への会員施設の取組み等を推進～全国救護施設協議会 

 取りまく状況と課題等 

全国救護施設協議会(会長 大西 豊美／以下、「全救協」)は、地域の生活困窮者

への支援として、「第二次行動指針」に掲げる事業への会員施設の取り組みを推進し

ます。とくに、本年度は総括に向けた推進状況の把握、検証を行い、地域のセーフ

ティネットとしての救護施設の一層の機能強化につなげます。 

また、社会福祉法人制度改革に対応した会員施設の着実かつ積極的な取組みを

推進するともに、救護施設の理解を深め、地域住民に信頼される福祉施設として社会

に発信していきます。 

さらに、生活困窮者自立支援法や生活保護法の見直し、地域共生社会の実現に向

けた制度動向に対して随時必要な対応を図ります。 

 平成 29年度重点事業 

①救護施設が取り組む生活困窮者支援の行動指針である『第二次行動指針』の推進 

②生活困窮者自立支援法および生活保護法の見直しを見据えた関係事業の取組み

推進 
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③利用者の人権を尊重した支援と、利用者主体の個別支援の推進 

④社会福祉法人制度改革への対応 

http://www.zenkyukyo.gr.jp/organiza/organiza.htm 

 

 

 平成 30 年度介護報酬改定に向け、ホームヘルパーの役割・機能が正

しく理解・発揮されるよう取組みを行う～全国ホームヘルパー協議会 

 取りまく状況と課題等 

平成 30 年度は介護報酬改定が予定されており、とくに軽度者への支援のあり方に

ついては、訪問介護における生活援助を中心にサービス提供を行う場合の人員基準

の緩和やそれに応じた報酬の設定についての検討が行われることとなっています。こ

れまでホームヘルパーは、一人ひとりの生活に寄り添いながら、自立生活の視点を

持って利用者を支援し、また、地域の抱える生活課題にもいち早く気づき対応すると

いう専門性を発揮してきた実績があります。 

そのため、全国ホームヘルパー協議会(会長 神谷 洋美)はホームヘルパーの機

能と役割を整理し、その専門性を引き続き広く地域社会に発信するとともに、平成 30

年度の介護報酬改定に向けて提言を行うなど、ホームヘルパーの役割や機能が正し

く理解・発揮されるよう取組みを行います。 

 平成 29年度重点事業 

・平成 30 年度介護報酬改定を見据え、厚生労働省への意見書提出等、ホームヘル 

パーの役割や機能についての正しい理解と専門職間の連携強化に向けた働きかけ 

を行う 

・研修会の開催やテキストの発行・普及、メールニュース等の情報提供を通してホーム 

ヘルパーの質の向上を図る 

・会員や道府県事務局への支援の充実による組織強化と拡充を図る 

 事業計画等参照資料 

https://www.homehelper-japan.com/全国ホームヘルパー協議会の組織と活動-1/平成 29

年度事業計画/ 

 

↑ＵＲＬをクリックするとヘルパー協ホームページにジャンプします。 

↑ＵＲＬをクリックすると全救協ホームページにジャンプします。 

http://www.zenkyukyo.gr.jp/organiza/organiza.htm
https://www.homehelper-japan.com/全国ホームヘルパー協議会の組織と活動-1/平成29年度事業計画/
https://www.homehelper-japan.com/全国ホームヘルパー協議会の組織と活動-1/平成29年度事業計画/
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 地域共生社会の実現に積極的に貢献し、福祉施設士の社会的な認知

を高める～日本福祉施設士会 

 取りまく状況と課題等 

日本福祉施設士会（会長 髙橋 紘）では、改正社会福祉法の施行により社会福祉

法人制度は、改革の実効ある推進が求められる段階へと入り、国においては、「地域

共生社会」の実現に向けて分野横断の政策展開を打ち出しているなか、福祉施設の

経営管理の専門資格者である福祉施設士はその実践を通して、「地域共生社会」の

実現にも積極的に貢献していくこととしています。 

平成 29 年度においては、以下を重点事業に掲げ、とくに、「福祉施設士」実践向上

プロジェクトとして、会員一人ひとりの実践力を高め、社会全体の福祉向上に寄与し、

その成果を発信することで、社会福祉関係者及び社会に向けた「福祉施設士」の認知

を高める取組みを進めます。 

 平成 29年度重点事業 

1．「福祉施設士」実践向上プロジェクトの推進 

2．会員の実践力向上と発信力強化に向けた取り組み推進 

3．組織体制と事業の見直し、および財政等の健全化にむけた取り組み推進 

 

 事業計画等参照資料 

http://www.dswi-sisetusi.gr.jp/pdf/keikaku_29.pdf 

 

 

 

 法人制度改革のフォローアップと地域共生社会の実現に向けた法人経

営の確立～全国社会福祉法人経営者協議会 

 取りまく状況と課題等 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格）は、利用者の人権を常に尊重

し、サービスの質向上への不断の努力を重ねるとともに、地域のさまざまな生活・福祉

課題に積極的に対応することで地域共生社会の実現を主導するとともに、非営利法

人にふさわしいガバナンスと高い透明性を備え、時代を見据えた（中長期）経営計画

↑ＵＲＬをクリックすると日本福祉施設士会ホームページにジャンプします。 

http://www.dswi-sisetusi.gr.jp/pdf/keikaku_29.pdf
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に基づく主体性をもった自律的な法人経営を進めることを、めざすべき社会福祉法人

の姿として掲げ、平成 29 年度において以下の重点課題に取組むこととしています。 

 平成 29年度重点事業 

1．地域共生社会の実現に向けた法人経営確立の取り組み 

2．報酬改定等への対応 

3．広報戦略「経営協 NEXT 計画」の展開（第 2年次） 

4．福祉人材の確保・定着、育成 

5．会員のニーズ把握と組織強化 

6．災害時支援体制の構築 

7．全国社会福祉法人経営青年会との連携・協働の強化 

 

とくに、平成 29 年 4 月 1 日に本格施行された改正社会福祉法に関して、各会員法

人の取組状況をフォローアップし、法人制度改革の趣旨に沿った実践につなげ、地域

共生社会の実現に主導的な役割を担うことで、社会福祉法人の存在意義と国民から

の信頼を一層強固なものにしていくことをめざします。 

また、社会福祉法人に対するポジティブな評判の形成に向けて、多様なツールを活

用し、会員法人と共に広報戦略「経営協 NEXT計画」を展開します。 

災害時支援体制の構築に関しては、大規模災害時の被災地支援にかかる初動対

応や各都道府県における支援体制づくりを進めることとしています。 

さらに、平成30年度の介護報酬改定及び障害福祉サービス等報酬改定について、

エビデンスに基づく説得力のある提言とともに、経営協組織が一体となって政策決定

への影響力を強めていくこととしています。 

 事業計画等参照資料 

https://www.keieikyo.gr.jp/data/keikaku_h29.pdf 

 

 

 社会福祉法人のあるべき姿を追求し、法人経営を担う人材育成に取り

組む～全国社会福祉法人経営者青年会 

 取りまく状況と課題等 

全国社会福祉法人経営青年会（会長 塘林 敬規）では、次代を担う法人経営管理

者の育成に向けて、社会福祉法人を取りまく情勢認識や経営に求められる知識・実践

的能力の習得とともに、会員間の活発な意見・情報交換を行い、会員間のネットワーク

↑ＵＲＬをクリックすると全国経営協ホームページにジャンプします。 

https://www.keieikyo.gr.jp/data/keikaku_h29.pdf
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の拡充を図るべく、多様な研修事業を展開することとしています。 

また、全国経営協と連携して、各法人における経営実践に向けた支援や「経営協

NEXT 計画」の展開に取組みます。 

平成 29 年度においては、「社会福祉法人経営検討委員会」と「地域活動実践委員

会」を設置し、社会福祉法人における中長期計画策定に向けた支援ツールを作成・普

及するとともに、全国経営協が提唱する「1 法人 1 実践活動」並びに複数法人の連携

による公益的な取組の創出・促進に向けて、会員が所属する法人・施設での取組みを

支援します。 

http://www.zenkoku-skk.ne.jp/ 

 

 

■ 福祉サービス第三者評価のさらなる普及に向けた取組課題を

協議～平成29年度 評価事業普及協議会 
 

全社協は、6 月 5 日、福祉サービス第三者評価事業・平成 29 年度「評価事業普及

協議会」を開催し、都道府県推進組織及び各都道府県推進組織が推薦する評価機

関から 88 名が参加しました。  

会議では、全社協（全国推進組織）から基調説明及び共通評価基準ガイドライン等

の一部改定と厚生事業施設（救護施設）の評価基準ガイドラインの策定に関する説明

とともに、厚生労働省の行政説明（福祉基盤課、障害福祉課、高齢者支援課、家庭福

祉課、保育課）をもとに、質疑応答などが行われました。 

福祉サービス第三者評価事業は、社会保障・社会福祉分野に多様な事業主体が

参入する中にあって、福祉サービスの質を確保し、利用者の権利擁護を図るためその

さらなる促進が求められています。一方で、普及促進に対応するために都道府県にお

ける評価機関の拡充、評価調査者の養成等の実施体制の整備が重要な課題となって

います。 

本会議での説明や意見交換等を通じて、平成 29 年度において福祉施設・事業所

の理解を促進するためのセミナー開催などによる働きかけや、評価機関・評価調査者

の質の向上、また、福祉諸制度や社会福祉法人改革などを踏まえた第三者評価事業

の普及と取組課題が共有されました。 

 

 

 

↑ＵＲＬをクリックすると全国社会福祉法人経営青年会ホームページにジャンプします。 

http://www.zenkoku-skk.ne.jp/
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 行政説明：各分野の施策の動向と第三者評価事業の促進に向けて 

福祉基盤課は、社会福祉法人制度改革及び第三者評価事業の現状と課題につい

て、障害福祉課は、障害者総合支援法の改正と障害福祉サービスの情報公表制度の

創設について、家庭福祉課は、改正児童福祉法を踏まえた「新たな子ども家庭福祉」

の構築に向けた検討状況等についてそれぞれ説明をしました。 

保育課からは、2019 年度末までにすべての保育事業者における第三者評価の受

審を目指すこと（「日本再興戦略」改訂 2015）及び、子ども・子育て支援新制度の施行

により、第三者評価の受審を努力義務化し 5 年に 1 度の受審が可能となるように受審

料の半額程度（15 万円）を公定価格で加算補助することがあらためて説明がありまし

た。 

高齢者支援課からは、改正介護保険法の概要とともに、今年 2 月に行われた規制

改革推進会議公開ディスカッション「もっと、利用者のサービス選択に役立つ仕組み

は何か」における課題や、5 月 23 日に示された「規制改革推進に関する第 1 次答申」

における第三者評価事業に関する改革項目について説明がありました。 

 

 

 

■ 生活困窮者自立支援制度人材養成研修がスタート 
 

平成 27 年 4 月より全国で実施されている生活困窮者自立支援制度（以下、「本制

度」）では、生活困窮者の多様かつ複合的な課題に対し、包括的な支援を適切に実

施することが求められています。そのため、本制度の理念である「生活困窮者の自立と

尊厳の確保」と「生活困窮者支援を通じた地域づくり」を実践する、高い支援技術を有

する支援員を全国的に確保するため、国は計画的な養成研修を実施し、相談支援員

等の要件研修として位置づけています。 

本会地域福祉部では、平成 29 年度も引き続き国研修「生活困窮者自立支援制度

人材養成研修事業」を受託し、「自立相談支援事業従事者養成研修」、「就労準備支

援事業従事者養成研修」、「家計相談支援事業従事者養成研修」、「都道府県研修に

係る担当者研修」を実施することとなりました。研修実施に際しては企画・運営委員会

（委員長：和田 敏明 ルーテル学院大学名誉教授）及び各研修の企画部会を設置し

て、国が示すカリキュラムに基づく効果的な研修内容の検討を行っています。  
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今年度は、各都道府県における研

修がより充実したものとなるよう、「都

道府県研修に係る担当者研修」が年

2 回の開催となりました。5 月 31 日に

は、前期担当者研修を実施し、大阪

府の実践報告、『生活困窮者自立支

援事業における都道府県研修実施

のための手引（みずほ情報総研株式

会社）』等を用いた講義と演習により、本制度における人材養成の重要性、担当者の

役割を理解するとともに、研修の運営方法等について学びました。 

また、6 月 6～9 日には、家計相談支援事業従事者養成研修を実施し、多重・過剰

債務の解決方法など関連する制度に関する講義や、家計計画表やキャッシュフロー

表等の作成・活用、家計再生プランの作成に関する実習等により、家計相談支援事業

に求められる知識や技術を学びました。 

今年度の各研修のスケジュールは、下記のとおりです。 

 

 

生活困窮者自立支援制度人材養成研修 開催一覧 

 

 

 

 

 

 

 

日　　程 定員 会　　場

第1回　7月4日（火）～6日（木） 320名 全社協・灘尾ホール

第2回　7月31日（月）～8月2日（水） 320名 全社協・灘尾ホール

第3回　9月5日（火）～9月7日（木） 320名 全社協・灘尾ホール

【後期】主任相談支援員養成研修 8月23日（水）～25日（金） 240名 全社協・中央福祉学院

第1回　10月18日（水）～20日（金） 240名 全社協・中央福祉学院

第2回　11月20日（月）～22日（水） 240名 大阪市内

【後期】就労支援員養成研修 12月6日（水）～8日（金） 240名 全社協・中央福祉学院

10月10日（火）～13日（金） 120名 東京・タイム24

第1回　6月6日（火）～9日（金） 60名

第2回　12月19日（火）～22日（金） 60名

【前期】5月31日（水） 140名 全社協・灘尾ホール

【後期】1月30日（火） 140名 全社協・灘尾ホール

全社協・会議室

担当者研修

研　修　名

自
立
相
談
支
援
事
業

就労準備支援事業従事者養成研修

家計相談支援事業従事者養成研修

【前期】共通プログラム

【後期】相談支援員養成研修

都道府県研修に係る担当者研修の様子 
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■ 権利擁護体制の構築に向けて～日常生活自立支援事業所長

会議 
 

5 月 29 日、平成 29 年度都道府県・指定都市社協日常生活自立支援事業所長会

議を開催しました。 

日常生活自立支援事業の利用者は、年々増加し全国で 5 万人が利用、年間 180

万件の問合せ・相談が寄せられています。一方、事業費については、平成 27 年度か

ら基本事業費と利用契約者 1 人・月あたりの事業費、生活保護受給者の利用料相当

額の事業費からなる国庫補助基準額が導入され、平成 29 年度からは基本事業費（激

変緩和措置）が終了し、事業運営のための補助金確保が課題となっています。 

また、国が策定した「成年後見制度利用促進基本計画」において、「権利擁護支援

の地域連携ネットワークづくり」が盛り込まれ、市町村の単位を基本とする中核機関の

設置の方針が示されています。 

会議では、はじめに厚生労働省 社会・援護局 地域

福祉課 後藤 真一郎地域福祉専門官から、日常生活

自立支援事業をめぐる動向について行政説明が行われ

ました。次に、内閣府 成年後見制度利用促進担当室 

須田 俊孝参事官から、「成年後見制度利用促進基本

計画」に関する行政説明が行われ、権利擁護支援を進

めるための「地域連携ネットワーク」の概要や社協に期待

する役割などが述べられました。 

つづいて全社協地域福祉部による基調説明では、日

常生活自立支援事業の利用者像や支援の意義、事業の適正実施に向けた留意点、

社協における成年後見制度の取組み状況等について説明し、事業の課題について

共有しました。 

その後、日常生活自立支援

事業の今後のあり方や、成年

後見制度における社協の役割

をテーマにグループ討議を行

い、参加者からは財源・人材の

確保など事業運営面に関する

課題のほか、市町村間の格差

解消や人材育成、市町村行政

や関係機関への働きかけ、広

域での事業展開・支援など、都道府県・指定都市社協が果たしていくべき役割等が報

グループ討議の様子 

内閣府 須田 俊孝参事官 
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告されました。 

本会では、地域福祉推進委員会等において、日常生活自立支援事業のあり方や

成年後見制度利用促進基本計画を踏まえ、地域における権利擁護体制の充実のた

めの検討を行うこととしています。 

 

 

■ 平成 29 年度 福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程指導

者養成研修会 

 
5月27～29日、中央福祉学院では、「福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 指

導者養成研修会」を開催しました。これは、都道府県等で本課程の研修会を開催する

際、講師となる予定の方を対象とするもので、今年度は87名の方が修了され、これによ

り、養成された講師は総勢659名となりました。 

実際に講師役と受講者

役を経験する濃密なプロ

グラムや受講者相互のア

ドバイスの共有を通じて、

講師としての自身の課題

や、一人ひとりの強みを活

かした講義の進め方につ

いて新たな気づきが多く得

られた3日間となりました。 

受講者からは、「講師を務めるにあたって事前準備がいかに必要かを痛感した」「受

講者の不安な気持ちを体験できてよかった」「今後更なる自己学習が必要だと感じた」

「他受講者からたくさんの刺激をもらった」といった感想が寄せられました。今回の受講

を通じて得られたノウハウを大いに活かした講義が全国各地で行われ、本課程のさら

なる普及・定着につながることが期待されます。 

なお、中央福祉学院では、本課程の指導者養成を引き続き図るべく、下記日程に

て「フォローアップ研修」と「セカンド研修」を今年度も開催する予定です。また、施設長

等の運営統括責任者などを対象とした「上級管理職員研修会」も下記日程にて開催し

ますのであわせてご検討ください。 

 

 フォローアップ研修(平成 29年 9月 14日（木）) 

対象者：教歴者、旧課程のキャリアパス対応生涯研修課程の指導者養成課程修了者 

当日の様子 
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 セカンド研修(平成 29年 11月 12日（日）～13日（月）) 

対象者：指導者養成課程およびフォローアップ研修修了者 

 

 上級管理職員研修会(平成 29年 12月 18日（月）～19日（火）) 

対象者：現在、施設長等の運営統括責任者に就いている役職員（あるいは近い将来

その役割を担うことが想定される職員）であり、かつ法人・事業所内における

人事施策を担当し、次のいずれかの要件を満たす者。①本課程「管理職員

コース」の修了者 ②これまでに職員を本課程のいずれかのコース（初任者、

中堅、チームリーダー、管理職員）に派遣したことがある法人・事業所の役職

員 

 

 

 

 

 

  

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 
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平成 29年度 社会福祉法人広報強化セミナー 

テーマ：存在意義を発信し、信頼・支持される事業所となるための広報活動 
(同時開催：都道府県・指定都市社協広報担当連絡会議) 

 

 

全国社会福祉協議会では、社会福祉協議

会や福祉施設などで広報活動を担当するリー

ダーなどを対象に、毎年広報強化セミナーを開

催しています。 

今回の社会福祉法人広報強化セミナーは、

「存在意義を発信し、信頼・支持される事業所と

なるための広報活動」と題し、戦略的な広報活

動はいかにあるべきかとの考察を通じ、地域福

祉において中核的役割を担う社会福祉法人の

存在意義を高め、地域から選ばれる事業所と

なるための広報活動を学ぶことを目的に開催し

ます。 

社協と施設に分かれ、コース別で講義・演習

を行います。 

また、同時開催で都道府県・指定都市社協

の広報担当連絡会議を行います。 
 
 
セミナー概要 

 

主 催：社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

日 時：平成 29 年 9 月 11 日(月)～12 日(火) 

会 場：全社協会議室(東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 5階) 

対 象：都道府県・指定都市・市区町村社会福祉協議会、社会福祉法人・福祉施設 

で広報活動を担当するリーダー等 

参加費：10,000 円(旅費・宿泊費は別途) 

定 員：各コース 60 名または総定員 100 名 

締 切：8 月 28 日(月) (各コース定員、総定員になり次第締め切り) 

インフォメーション 

↑画像をクリックすると開催要綱にジャン

プします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170531_koukokukyouka.pdf
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その他：参加申込の際、事前アンケート(必須)をホームページよりダウンロードし、回答 

を記入のうえ全国社会福祉協議会政策企画部広報室宛にメールで提出。 

 

内 容： 

1 日目 

○基調説明「社会福祉法人等制度改革と社会福祉の広報活動」 

説明：全国社会福祉協議会政策企画部長 笹尾 勝 

○コース別講義・演習 

テーマ「社協、社会福祉法人・福祉施設のそれぞれの特性にそった広報活動の展開」 

Ⅰ社協職員コース 講師：河井 孝仁氏(東海大学文学部広報メディア学科教授) 

Ⅱ施設職員コース 講師：村井 祐一氏(田園調布学園大学社会福祉学科 

学科長／教授) 

2 日目 

○コース別講義・演習 

テーマ「地域における福祉課題の把握と支援展開における広報の役割」 

Ⅰ社協職員コース 講師：河井 孝仁氏(東海大学文学部広報メディア学科教授) 

Ⅱ施設職員コース 講師：村井 祐一氏(田園調布学園大学社会福祉学科 

学科長／教授) 

 

 

 

研修の詳細や申込等については、下記 URL より要綱をダウンロードし、ご覧ください。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170531_koukokukyouka.pdf 

 

 

問合せ先： 

セミナー内容に関する問合せ 

全国社会福祉協議会政策企画部 広報室(佐藤、浄閑) 

TEL03-3581-7889 FAX03-3580-5721 

 

参加申込・宿泊等に関する問合せ 

名鉄観光サービス株式会社新霞が関支店(担当：波多野、山辺) 

TEL03-3595-1121 FAX03-3595-1119 

 

 
 

↑ＵＲＬをクリックすると開催要綱にジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170531_koukokukyouka.pdf
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平成 29年度全国福祉教育推進セミナー開催のお知らせ 

 

 

全国ボランティア・市民活動振興センターで

は、子どもの頃から地域課題に気づき、地域課

題について主体的に考えていくための学習のひ

とつとして、サービスラーニングの手法を取り入

れた福祉教育を実践するため、平成 28 年度か

ら福祉教育研究委員会を立ち上げ協議してきま

した。 

一方で、学校側も「開かれた学校」から更に一

歩踏み出し、「地域とともにある学校」へと転換し

ていくことを目指し、コミュニティ・スクールの取り

組みを広げる啓発をしています。 

そこで、本セミナーでは、1 日目のシンポジウ

ムで、地域と連携してコミュニティ・スクールに取

組んでいる学校の事例を紹介するとともに、その際に社協がどのような形で関わり、連

携しているか共有し考えていきます。 

さらに 2 日目の分科会では、「障害理解と福祉教育」「サービスラーニングの手法を

取り入れた福祉教育の実践」「福祉教育実践のための切り口」の 3 つの分科会を設

け、現場で実践される方とともに福祉教育の実践のあり方などについて考えていきま

す。 

セミナーの概要 

期日：平成 29 年 7 月 25 日（火）～26 日（水）（25 日 13:30 開会、26 日 12:00 閉会） 

会場：全国社会福祉協議会 5 階会議室 

対象：福祉教育推進・支援者、学校・教育関係者、日本福祉教育・ボランティア学習学 

会会員、学生等  

参加申込期限：7 月 10 日（月）まで  

参加費：セミナー参加費 5,000 円、情報交換会 1,000 円 

 

 

詳細は、下記 URL から開催要綱及び申込書をダウンロードのうえご覧ください。

http://www.zcwvc.net/ 

↑画像をクリックするとセミナーページに

ジャンプします。 

http://www.zcwvc.net/
https://www.zcwvc.net/2017/06/02/%E5%B9%B3%E6%88%9029%E5%B9%B4%E5%BA%A6%E5%85%A8%E5%9B%BD%E7%A6%8F%E7%A5%89%E6%95%99%E8%82%B2%E6%8E%A8%E9%80%B2%E3%82%BB%E3%83%9F%E3%83%8A%E3%83%BC-%E9%96%8B%E5%82%AC%E3%81%AE%E3%81%8A%E7%9F%A5%E3%82%89%E3%81%9B/
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問合せ先 社会福祉法人全国社会福祉協議会 地域福祉部 全国ボランティア・ 

市民活動振興センター 

TEL 03-3581-4656 FAX 03-3581-7858 
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■ 【首相官邸】子育て安心プラン【5 月 31日】 

待機児童解消に必要な受け皿、約 22 万人分の予算を平成 30 年度から平成 31 年

度末までの 2 年間で確保し、遅くとも平成 32 年度末までの 3 年間で全国の待機児童

の解消をめざす等を掲げた「子育て安心プラン」が示された。 

http://www.kantei.go.jp/jp/headline/taikijido/ 

■ 【内閣府】第 10回経済財政諮問会議・第 10回未来投資会議合同会議【6月 9日】 

「経済財政運営と改革の基本方針2017」、「未来投資戦略2017」等が閣議決定され

た。 

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/index.html 

 
 

 

■ 第 1回「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」【5 月 31日】 

障害福祉サービス等の報酬に係る改定事項等について検討を行い、平成 30 年 1

月を目途に検討結果を取りまとめる予定。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000167016.html 

 

■ 第 29回社会保障審議会生活保護基準部会【6月 6日】 

「平成 29 年度における生活保護基準の検証作業の進め方」に従って、検証作業を

進め、年内を目途に一定の報告書を取りまとめる予定。 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www.kantei.go.jp/jp/headline/taikijido/
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2017/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000167016.html
http://zseisaku.net/
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http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000166928.html 

 

■ 第 140回社会保障審議会介護給付費分科会【6月 7日】 

「訪問リハビリテーション」「居宅療養管理指導」「口腔・栄養関係」等について、医

療・介護の連携を図る観点等から議論された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000167241.html 

 

■ 被保護者調査（平成 29年 3月分概数）【6月 7日】 

被保護実人員は 2,145,415 人となり、前月より 3,534 人増加した。また、対前年同月

と比べると、18,774 人減少した。被保護世帯は 1,641,532 世帯となり、前月より 2,588

世帯増加。また、対前年同月と比べると、6,017 世帯増加。世帯類型別対前月・対前

年同月では、高齢者世帯（特に単身世帯）の数は増加し、高齢者世帯を除く世帯の数

は減少した。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/03.html 

 

■ 第 2回社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会」【6 月 8日】 

①自立相談支援のあり方について、②就労支援のあり方について議論された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000167340.html 

 

 

 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000166928.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000167241.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/03.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000167340.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

●特集「子どもの権利を守る」 

『月刊福祉』7月号 

日本が、1994 年に児童の権利に関する条約（以

下、子どもの権利条約）を批准してから 23 年。この

間、児童虐待の増加など子どものおかれている社会

環境・家庭環境は大きく変化してきました。 

子どもの権利条約が謳っている人権の考え方や、

児童虐待について発生予防から自立支援まで一連

の対策のさらなる強化が図られた児童福祉法改正

の意義について考えます。 

 

（6 月 6 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2910&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2910&_class=120101&_category=03359
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●特集「家庭との連携で睡眠リズムを整えよう」 

『保育の友』7月号 

おとなの生活スタイルに合わせ、就寝時間が遅く

なる子どもも多く、朝すっきりと起きられない、朝食を

十分とることができないなど、生活リズムが乱れてい

る状況が見受けられます。保育所等での午睡は、長

時間園で生活する子どもたちにとっては、休息をとる

意味でも大切ですが、家庭での就寝時刻や睡眠時

間などとの関係から、個々の状況に応じた対応も必

要です。 

そこで、現代の子どもの睡眠を取りまく現状や課

題を踏まえ、家庭との連携を意識した子どもの睡眠リ

ズムをどう整えていくか、どのように保護者にアドバイ

スしていけばよいのかについて、実践事例などを交

えて考えてみました。 

（6 月 8 日発売 定価本体 581 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2911&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2911&_class=120101&_category=08039

